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注）本書の計数は表示単位未満を四捨五入等しているため、下位項目との合計や項目間の差額、割合などが一致しない場

合があります。 



（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 3,162,367 ※ 固定負債 1,398,803 ※

有形固定資産 2,467,660 ※ 地方債 1,270,329
事業用資産 1,307,818 ※ 長期未払金 7,538

土地 876,550 退職手当引当金 88,203
立木竹 803 損失補償等引当金 529
建物 1,089,141 その他 32,205
建物減価償却累計額 △ 685,776 流動負債 162,539
工作物 55,451 1年内償還予定地方債 131,218
工作物減価償却累計額 △ 34,384 未払金 4,063
船舶 727 未払費用 -
船舶減価償却累計額 △ 682 前受金 -
浮標等 59 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 △ 18 賞与等引当金 10,681
航空機 3,075 預り金 13,693
航空機減価償却累計額 △ 2,679 その他 2,884
その他 - 1,561,342
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 5,552 固定資産等形成分 3,241,446

インフラ資産 1,142,611 余剰分（不足分） △ 1,525,419
土地 802,947
建物 32,780
建物減価償却累計額 △ 18,167
工作物 751,362
工作物減価償却累計額 △ 438,936
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 12,625

物品 32,188
物品減価償却累計額 △ 14,957

無形固定資産 3,426
ソフトウェア 3,356
その他 70

投資その他の資産 691,281 ※

投資及び出資金 394,475
有価証券 3,120
出資金 110,737
その他 280,618

投資損失引当金 -
長期延滞債権 7,966
長期貸付金 24,752
基金 264,780

減債基金 207,423
その他 57,357

その他 -
徴収不能引当金 △ 691

流動資産 115,002
現金預金 33,564
未収金 2,359
短期貸付金 9,034
基金 70,045

財政調整基金 35,597
減債基金 34,448

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 1,716,026 ※

3,277,369 3,277,369 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

科目 金額 科目 金額

負債合計

Ⅰ　一般会計等財務書類
　　１．財務書類４表（一般会計等）

(1) 一般会計等貸借対照表
（令和４年３月３１日現在）
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（単位：百万円）

経常費用 762,065
業務費用 354,543

人件費 148,345
職員給与費 121,714
賞与等引当金繰入額 10,681
退職手当引当金繰入額 8,112
その他 7,838

物件費等 189,341
物件費 128,511
維持補修費 16,846
減価償却費 43,984
その他 -

その他の業務費用 16,857
支払利息 9,970
徴収不能引当金繰入額 578
その他 6,309

移転費用 407,521 ※

補助金等 92,654
社会保障給付 267,850
他会計への繰出金 44,521
その他 2,497

経常収益 49,340 ※

使用料及び手数料 23,736
その他 25,605

純経常行政コスト 712,725
臨時損失 423

災害復旧事業費 263
資産除売却損 160
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 7,138 ※

資産売却益 4,333
その他 2,804

純行政コスト 706,009 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(2)　一般会計等行政コスト計算書
自　令和３年４月１日

至　令和４年３月３１日

科目 金額

-2-



（単位：百万円）

前年度末純資産残高 1,658,472 3,181,211 △ 1,522,739

純行政コスト（△） △ 706,009 △ 706,009

財源 759,312 759,312

税収等 477,613 477,613

国県等補助金 281,699 281,699

本年度差額 53,303 53,303

固定資産等の変動（内部変動） 55,983 ※ △ 55,983 ※

有形固定資産等の増加 57,029 △ 57,029

有形固定資産等の減少 △ 44,891 44,891

貸付金・基金等の増加 345,324 △ 345,324

貸付金・基金等の減少 △ 301,478 301,478

資産評価差額 - -

無償所管換等 4,252 4,252

その他 - - -

本年度純資産変動額 57,555 60,235 △ 2,680

本年度末純資産残高 1,716,026 ※ 3,241,446 △ 1,525,419

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(3)　一般会計等純資産変動計算書
自　令和３年４月１日

至　令和４年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 717,366 ※

業務費用支出 309,844 ※

人件費支出 150,915
物件費等支出 145,286
支払利息支出 9,970
その他の支出 3,674

移転費用支出 407,521 ※

補助金等支出 92,654
社会保障給付支出 267,850
他会計への繰出支出 44,521
その他の支出 2,497

業務収入 787,857 ※

税収等収入 477,613
国県等補助金収入 262,651
使用料及び手数料収入 23,736
その他の収入 23,858

臨時支出 263
災害復旧事業費支出 263
その他の支出 -

臨時収入 8
業務活動収支 70,237 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 402,214

公共施設等整備費支出 57,029
基金積立金支出 86,080
投資及び出資金支出 4,804
貸付金支出 254,301
その他の支出 -

投資活動収入 332,735 ※

国県等補助金収入 19,048
基金取崩収入 48,656
貸付金元金回収収入 258,008
資産売却収入 5,081
その他の収入 1,943

投資活動収支 △ 69,479
【財務活動収支】

財務活動支出 144,566
地方債償還支出 142,148
その他の支出 2,418

財務活動収入 143,477 ※

地方債発行収入 143,321
その他の収入 157

財務活動収支 △ 1,089
△ 331
17,240
16,910 ※

前年度末歳計外現金残高 15,405
本年度歳計外現金増減額 1,249
本年度末歳計外現金残高 16,654
本年度末現金預金残高 33,564

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

本年度末資金残高

科目 金額

本年度資金収支額

(4)　一般会計等資金収支計算書
自　令和３年４月１日

至　令和４年３月３１日

前年度末資金残高
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２ 注記（一般会計等） 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産……………………………………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの……………再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの……………………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………………再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの…………………取得原価 

取得原価が不明なもの…………………………再調達原価 
 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券…………………………該当ありません。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの…………………………該当ありません。 

イ 市場価格のないもの…………………………取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの…………………………該当ありません。 

イ 市場価格のないもの…………………………出資金額 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規

定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担額をもとに計上しています。 

④ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、

それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（５）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 

300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

   なお、現金及び現金同等物には出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 資本的支出と修繕費の区分基準 

    資本的支出と修繕費の区分基準については、起債対象とならないものや通常の維持管理であるもの、 

固定資産の取得価額等が３００万円未満であるときには、原則として修繕費として処理しています。 

② 物品の計上基準 

    物品については、取得価額又は見積価格が１００万円（美術品は３００万円）以上の場合に資産とし 

て計上しています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

  該当ありません。 
 

３．重要な後発事象 

該当ありません。 
 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 
 

団体(会計)名 確定債務額 
履行すべき額が確定していない損失補償債務等 

総額 
損失補償等引当金計上額 賃借対照表未計上額 

福岡県信用保証協会 — — — — 

(公財)福岡市教育振興会 — 529 百万円 — 529 百万円 

計 — 529 百万円 — 529 百万円 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

   １９件   １６９百万円（会計年度末における訴訟金額） 

 

５．追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

香椎駅周辺土地区画整理事業特別会計 

貝塚駅周辺土地区画整理事業特別会計 

公共用地先行取得事業特別会計 

市立病院機構病院事業債管理特別会計 

市債管理特別会計 

② 一般会計等の対象範囲のうち、市立病院機構病院事業債管理特別会計については、普通会計の対象範 

囲には含まれません。 

③ 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間に 

おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

④ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

 

 

 

 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額  ５６，３６９百万円 

 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

－ － 8.8% 82.9%
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（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

 ア 範囲 

   売却が既に決定している又は売却が予定されている資産 

イ 内訳 

   土地    ４，７８６百万円 

   建物        ５百万円 

② 基金借入金（繰替運用）の内容 

会計年度末における基金借入金（繰替運用）はありません。 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

標準財政規模                    ４５１，５１８百万円 

    算入公債費等の額                   ５８，７２３百万円 

    将来負担額                   １，７８７，７６５百万円 

    充当可能基金                    ３３６，２１８百万円 

    充当可能特定歳入                  ２７８，１５４百万円 

    基準財政需要額算入見込額              ８４７，４３９百万円 

④ 自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額   

７２８百万円 

 

（３）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

    固定資産の額に流動資産における基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

    純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支   ４８，１５２百万円 

② 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

 一時借入金の限度額     ２００，０００百万円 

 一時借入金に係る利子額        ２９百万円 

 

６．その他 

（１）市債管理特別会計について 

   市債の借入（借入経費を含む。）、償還（支払利息及び償還諸費を含む。）及び事務経費の処理について 

は、全会計において、整理会計である市債管理特別会計を通じて行っていますが、本財務書類では、会計 

ごとの資産負債残高、損益及び資金の流れを明確にするために、その金額を市債管理特別会計ではなく、 

各会計の財務書類に計上しています。 

 

（２）ＰＦＩ事業について 

   ＰＦＩ事業による支払予定の建設費負担分については、固定負債の「その他」及び流動負債の「その他」 

  に計上しています。 
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③
投
資
及
び
出
資
金
の
明
細

市
場
価
格
の
な
い
も
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
百
万
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

（
Ａ
）

資
産

（
Ｂ
）

負
債

（
Ｃ
）

純
資
産
額

（
Ｂ
）
-
（
Ｃ
）

（
Ｄ
）

資
本
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（
Ｅ
）
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資
割
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（
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）

（
Ａ
）
／
（
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）

（
Ｆ
）
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額
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Ｄ
）
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）
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Ｇ
）
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資
損
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引
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計
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Ｈ
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す

る
調
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載
額
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い
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（
一
財
）
地
域
活
性
化
セ
ン
タ
ー

5
4
,6
6
7

2
8
5

4
,3
8
3

0
.2
%

8
-

5
5
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進
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9
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%

2
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-
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6
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（
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協
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4

2
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1
,9
7
2

1
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%

2
4
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4
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4
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一
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）
地
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備
財
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0

1
1
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3
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相
手

先
名

出
資

金
額

（
Ａ

）

資
産

（
Ｂ

）

負
債

（
Ｃ

）

純
資

産
額

（
Ｂ

）
-
（

Ｃ
）

（
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）

資
本

金

（
Ｅ

）
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資
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合

（
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）
（
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）
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（
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）

（
Ｆ
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実
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価
額

（
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）
×

（
Ｆ

）
（

Ｇ
）
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評
価

減

（
Ｈ

）

貸
借
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表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（

Ｉ
）

（
参

考
）

財
産

に
関

す
る

調
書
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載
額
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独
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1
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6
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,9
1

5
2

6
0

2
,6

5
4

0
.3

%
8

-
1

1

（
公

財
）

福
岡

県
暴

力
追

放
運

動
推

進
セ

ン
タ

ー
9

9
1

,8
9

6
1

5
1

,8
8

0
5

.4
%

1
0

2
-

9
9

9
9

（
公

財
）

産
業

廃
棄

物
処

理
事

業
振

興
財

団
3

0
7

,3
9

9
1

,7
6

6
5

,6
3

3
0

.5
%

2
8

-
3

0
3

0

（
公

財
）

ア
ク

ロ
ス

福
岡

1
8

5
6

1
7

4
6

8
2

3
3

.3
%

2
2

7
-

1
1

（
一

財
）

伝
統

的
工

芸
品

産
業

振
興

協
会

6
9

9
4

1
7

6
8

1
8

0
.8

%
7

-
6

6

（
一

財
）

九
州

オ
ー

プ
ン

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
セ

ン
タ

ー
1

5
1

,5
8

5
1

6
9

1
,4

1
6

4
.5

%
6

4
-

1
5

1
5

（
公

財
）

福
岡

県
産

業
・

科
学

技
術

振
興

財
団

2
1

,9
5

4
3

2
9

1
,6

2
5

1
.2

%
1

9
-

2
2

（
独

）
空

港
周

辺
整

備
機

構
5

0
3

,0
6

8
8

3
6

2
,2

3
2

1
2

.5
%

2
7

9
-

5
0

5
0

福
岡

県
信

用
保

証
協

会
5

5
0

1
,8

8
1

,9
9

6
1

,7
7

8
,6

2
0

1
0

3
,3

7
6

0
.8

%
8

2
5

-
5

5
0

5
5

0

福
岡

県
農

業
信

用
基

金
協

会
1

3
1

5
5

,3
6

9
1

4
6

,3
4

9
9

,0
2

0
0

.3
%

2
5

-
1

3
1

3

福
岡

県
広

域
森

林
組

合
8

1
,9

2
3

5
2

6
1

,3
9

7
1

.0
%

1
4

-
8

8

（
公

社
）

ふ
く

お
か

園
芸

農
業

振
興

協
会

-
1

,8
9

6
5

2
1

,8
4

4
0

.0
%

-
-

-
-

（
公

財
）

ふ
く

お
か

豊
か

な
海

づ
く

り
協

会
1

0
0

4
7

0
8

4
6

2
2

4
.2

%
1

1
2

-
1

0
0

1
0

0

（
公

社
）

福
岡

県
畜

産
協

会
1

5
5

1
3

6
7

1
8

5
0

.0
%

-
-

1
1

（
公

財
）

福
岡

県
農

業
振

興
推

進
機

構
-

5
6

8
2

2
0

3
4

8
0

.5
%

2
-

-
-

全
国

漁
業

信
用

基
金

協
会

福
岡

支
所

6
2

2
9

7
,9

9
6

2
2

9
,8

4
8

6
8

,1
4

8
0

.1
%

9
2

-
6

2
6

2

（
一

財
）

公
園

財
団

3
0

5
,9

0
6

3
,6

0
0

2
,3

0
5

3
.0

%
6

8
-

3
0

3
0

（
公

財
）

区
画

整
理

促
進

機
構

1
0

2
,6

6
4

3
6

2
,6

2
9

2
.9

%
7

5
-

1
0

1
0

（
公

財
）

九
州

大
学

学
術

研
究

都
市

推
進

機
構

4
6

2
1

3
8

2
0

5
2

3
.0

%
4

7
-

4
6

4
6

福
岡

県
住

宅
供

給
公

社
-

5
7

,5
8

2
3

5
,2

7
4

2
2

,3
0

8
4

.3
%

9
7

0
-

-
-

（
一

財
）

高
齢

者
住

宅
財

団
1

0
1

,8
0

0
4

3
5

1
,3

6
5

3
.5

%
4

7
-

1
0

1
0

（
一

財
）

福
岡

県
建

築
住

宅
セ

ン
タ

ー
1

5
2

,0
2

0
2

1
6

1
,8

0
4

6
.0

%
1

0
8

-
1

5
1

5

（
独

）
都

市
再

生
機

構
3

6
1

2
,0

6
1

,8
9

2
1

0
,7

2
4

,1
1

7
1

,3
3

7
,7

7
6

0
.0

%
4

5
-

3
6

3
6

佐
賀

県
道

路
公

社
2

,4
0

0
2

8
,5

0
6

1
8

,6
1

6
9

,8
9

0
2

4
.3

%
2

,4
0

0
-

2
,4

0
0

2
,4

0
0

（
一

財
）

道
路

管
理

セ
ン

タ
ー

1
6

3
,6

6
0

1
,8

6
8

1
,7

9
2

3
.1

%
5

5
-

1
6

1
6

（
一

財
）

河
川

情
報

セ
ン

タ
ー

5
5

,7
3

5
2

,1
0

4
3

,6
3

2
1

.0
%

3
5

-
5

5

（
公

財
）

リ
バ

ー
フ

ロ
ン

ト
研

究
所

1
0

1
,9

7
8

4
5

6
1

,5
2

2
1

.8
%

2
8

-
1

0
1

0

（
一

財
）

砂
防

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

整
備

推
進

機
構

1
2

,5
4

6
5

9
9

1
,9

4
8

0
.1

%
2

-
1

1

（
公

財
）

九
州

運
輸

振
興

セ
ン

タ
ー

1
2

4
7

1
0

2
3

7
2

.0
%

5
-

1
1

（
一

財
）

み
な

と
総

合
研

究
財

団
1

1
,8

8
3

2
7

0
1

,6
1

3
0

.2
%

3
-

1
1

（
一

財
）

沿
岸

技
術

研
究

セ
ン

タ
ー

1
2

,7
4

4
1

,2
5

7
1

,4
8

7
0

.2
%

2
-

1
1

（
一

財
）

港
湾

空
港

総
合

技
術

セ
ン

タ
ー

5
8

,4
0

2
3

,4
2

2
4

,9
8

0
1

.1
%

5
5

-
5

5

（
責

）
福

岡
市

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
支

援
施

設
運

営
委

員
会

-
3

2
1

7
2

2
5

0
0

.0
%

-
-

-
-

(株
)ジ

ェ
イ

コ
ム

九
州

1
0

0
4

3
,9

8
3

2
2

,6
5

7
2

1
,3

2
6

1
3

,0
6

6
0

.8
%

1
6

3
-

1
0

0
1

0
0

(株
)日

本
宝

く
じ

シ
ス

テ
ム

2
8

1
3

5
9

3
2

2
0

1
3

4
1

.5
%

3
-

2
2

ア
ビ

ス
パ

福
岡

(株
)

1
4

9
5

5
1

,3
0

9
△

 3
5

5
3

6
0

3
.7

%
△

 1
3

-
1

4
1

4

(株
)ビ

ー
・

ピ
ー

・
シ

ー
1

2
2

0
9

5
3

1
5

6
8

0
1

5
.0

%
2

3
-

1
2

1
2

九
州

地
理

情
報

(株
)

1
2

5
9

9
3

9
4

2
0

5
1

0
0

1
2

.0
%

2
5

-
1

2
1

2

博
多

バ
ス

タ
ー

ミ
ナ

ル
(株

)
4

0
6

,5
5

6
3

,0
1

3
3

,5
4

3
1

,0
0

0
4

.0
%

1
4

2
-

4
0

4
0

(株
)博

多
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
ビ

ル
2

0
4

,8
6

0
1

,4
6

4
3

,3
9

5
5

0
0

4
.0

%
1

3
6

-
2

0
2

0

博
多

リ
バ

レ
イ

ン
管

理
(株

)
1

0
0

2
,9

8
2

1
,5

7
0

1
,4

1
1

6
4

2
1

5
.6

%
2

2
0

-
1

0
0

1
0

0

合
計

1
1

,6
6

0
4

0
,1

1
1

,8
0

7
3

7
,9

3
4

,9
8

5
2

,1
7

6
,8

2
2

1
9

,4
9

8
-

1
1

,6
6

0
1

1
,6

6
0
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④
基

金
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計
（

貸
借

対
照

表
計

上
額

）
（

参
考

）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

福
岡

市
庁

舎
建

設
等

資
金

積
立

金
-

1
2
,6

1
6

-
-

1
2
,6

1
6

4
,6

1
6

福
岡

市
財

政
調

整
基

金
-

3
5
,5

9
7

-
-

3
5
,5

9
7

4
1
,2

9
7

福
岡

市
営

住
宅

基
金

-
2
,0

9
4

-
-

2
,0

9
4

2
,0

6
2

福
岡

市
中

央
児

童
会

館
基

金
-

2
-

-
2

2

福
岡

市
土

地
開

発
基

金
2
,2

3
1

1
3
,5

0
0

1
,3

6
6

-
1
7
,0

9
6

1
7
,0

9
6

福
岡

市
民

間
社

会
福

祉
事

業
従

事
職

員
福

利
厚

生
基

金
-

7
0

-
-

7
0

7
0

福
岡

市
高

速
鉄

道
建

設
基

金
-

9
,9

0
9

-
-

9
,9

0
9

9
,9

0
9

福
岡

市
市

債
管

理
基

金
9
4
,4

7
4

1
4
7
,3

9
6

-
-

2
4
1
,8

7
1

2
0
1
,0

6
8

福
岡

市
港

湾
整

備
事

業
基

金
-

4
-

-
4

3
4
,6

1
9

福
岡

市
営

住
宅

修
繕

基
金

-
2
,0

9
2

-
-

2
,0

9
2

2
,0

9
2

福
岡

市
ﾕ
ﾆ
ﾊ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｱ
ｰ
ﾄ
ﾞ
福

岡
大

会
記

念
ｽ
ﾎ
ﾟ
ｰ
ﾂ
振

興
基

金
-

4
,2

1
5

-
-

4
,2

1
5

1
5

福
岡

市
営

住
宅

敷
金

基
金

-
2
,2

0
0

-
-

2
,2

0
0

2
,2

2
3

福
岡

市
水

道
水

源
か

ん
養

事
業

基
金

-
2
1
5

-
-

2
1
5

2
1
6

福
岡

市
港

湾
環

境
整

備
保

全
基

金
-

2
5

-
-

2
5

2
2

福
岡

市
N
P
O

活
動

支
援

基
金

-
2
7

-
-

2
7

2
8

福
岡

市
地

域
保

健
福

祉
振

興
基

金
-

1
,6

2
4

-
-

1
,6

2
4

1
,6

2
2

福
岡

市
音

楽
産

業
振

興
基

金
-

1
2

-
-

1
2

1

福
岡

市
環

境
市

民
フ

ァ
ン

ド
-

2
1
1

-
-

2
1
1

5
4
2

福
岡

市
こ

ど
も

未
来

基
金

-
2
,2

1
5

-
-

2
,2

1
5

2
,1

8
1

福
岡

市
み

ど
り

の
基

金
-

6
-

-
6

2

福
岡

市
都

市
景

観
形

成
基

金
-

3
1

-
-

3
1

2
8

福
岡

市
事

業
系

ご
み

資
源

化
推

進
フ

ァ
ン

ド
-

1
,1

7
3

-
-

1
,1

7
3

1
,2

7
8
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種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計
（

貸
借

対
照

表
計

上
額

）
（

参
考

）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

福
岡

市
健

康
づ

く
り

基
金

-
1
1
2

-
-

1
1
2

1
0
5

福
岡

城
整

備
基

金
-

1
2
2

-
-

1
2
2

1
0
5

福
岡

市
消

防
救

急
基

金
-

1
1
9

-
-

1
1
9

1
0
4

福
岡

市
災

害
救

助
基

金
-

9
9
9

-
-

9
9
9

9
9
9

観
光

振
興

基
金

-
1
6
7

-
-

1
6
7

1
6
7

合
計

9
6
,7

0
5

2
3
6
,7

5
4

1
,3

6
6

-
3
3
4
,8

2
5

3
2
2
,4

6
6
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（

単
位

：
百

万
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

地
方

独
立

行
政

法
人

福
岡

市
立

病
院

機
構

1
1
,2

5
1

-
6
6
3

-
1
1
,9

1
4

地
方

三
公

社

福
岡

北
九

州
高

速
道

路
公

社
9
,8

3
5

-
7
,9

2
8

-
1
7
,7

6
3

第
三

セ
ク

タ
ー

等

空
港

周
辺

整
備

機
構

貸
付

金
4

-
1

-
5

そ
の

他
の

貸
付

金

若
年

者
専

修
学

校
等

技
能

習
得

資
金

貸
付

金
-

-
0

-
0

家
庭

的
保

育
室

設
置

に
伴

う
敷

金
貸

付
金

4
-

-
-

4

小
規

模
保

育
事

業
所

設
置

に
伴

う
敷

金
貸

付
金

1
5

-
-

-
1
5

賃
貸

分
園

設
置

に
伴

う
敷

金
貸

付
金

2
6

-
-

-
2
6

母
子

父
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
3
,5

5
9

-
4
3
2

-
3
,9

9
1

住
宅

新
築

資
金

等
貸

付
金

-
-

0
-

0

奨
学

金
貸

付
金

5
8

-
9

-
6
7

2
4
,7

5
2

-
9
,0

3
4

-
3
3
,7

8
5

相
手

先
名

ま
た

は
種

別

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

（
参

考
）

貸
付

金
計

合
計
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⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

⑦
未
収
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

若
年
者
専
修
学
校
等
技
能
習
得
資
金
貸
付
金

4
0

若
年
者
専
修
学
校
等
技
能
習
得
資
金
貸
付
金

-
-

生
活
保
護
世
帯
等
一
時
貸
付
金

1
1

1
生
活
保
護
世
帯
等
一
時
貸
付
金

4
-

母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

2
,1
5
2

3
5

母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

5
5

-

災
害
援
護
資
金
貸
付
金

3
5
8

4
1

災
害
援
護
資
金
貸
付
金

-
-

福
岡
市
災
害
援
護
臨
時
貸
付
金

2
8
7

3
3

福
岡
市
災
害
援
護
臨
時
貸
付
金

-
-

住
宅
新
築
資
金
等
貸
付
金

1
4
2

1
6

住
宅
新
築
資
金
等
貸
付
金

0
-

奨
学
金
貸
付
金

2
6
4

3
0

奨
学
金
貸
付
金

4
-

3
,2
1
8

1
5
7

6
3

-

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

税
等
未
収
金

市
民
税

1
,6
3
1

1
8
6

市
民
税

1
,2
5
1

-

固
定
資
産
税

4
3
2

4
9

固
定
資
産
税

3
4
9

-

軽
自
動
車
税

3
3

4
軽
自
動
車
税

2
1

-

市
た
ば
こ
税

0
0

市
た
ば
こ
税

0
-

入
湯
税

-
-

入
湯
税

0
-

事
業
所
税

1
2

1
事
業
所
税

3
-

都
市
計
画
税

8
9

1
0

都
市
計
画
税

7
7

-

宿
泊
税

2
1

3
宿
泊
税

7
-

そ
の
他
の
未
収
金

そ
の
他
の
未
収
金

分
担
金
及
び
負
担
金

4
8
9

5
6

分
担
金
及
び
負
担
金

6
3

-

使
用
料
及
び
手
数
料

6
4

7
使
用
料
及
び
手
数
料

4
3

-

財
産
収
入

-
-

財
産
収
入

-
-

諸
収
入

1
,9
7
7

2
1
8

諸
収
入

4
8
2

-

4
,7
4
8

5
3
4

2
,2
9
6

-

7
,9
6
6

6
9
1

2
,3
5
9

-
合
計

合
計

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

小
計

小
計

小
計

小
計
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）

の
明

細
（

単
位

：
百

万
円

）

う
ち

１
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

【
通

常
分

】
8
8
7
,6

7
2

7
8
,2

8
5

7
5
,3

7
2

5
6
,1

6
8

1
3
9
,8

7
7

9
,2

7
7

6
0
6
,7

1
9

1
4
4
,7

8
8

-
2
5
8

一
般

公
共

事
業

2
0
2
,5

7
6

1
5
,9

5
4

1
3
,4

8
7

5
,9

4
2

3
9
,7

7
7

6
,6

5
1

1
3
6
,7

1
9

1
5
,2

4
0

-
-

公
営

住
宅

建
設

5
5
,3

9
2

4
,4

9
7

4
,3

6
3

3
,3

7
8

6
,8

3
1

1
,2

2
1

3
9
,5

9
8

5
,9

1
2

-
-

災
害

復
旧

6
6
5

4
1

3
1
7

-
3

-
3
4
5

-
-

-

教
育

・
福

祉
施

設
1
3
8
,5

2
0

1
7
,2

9
1

2
0
,6

8
5

-
3
3
,2

3
4

3
4
4

8
4
,2

4
2

1
8
,1

3
4

-
1
5

一
般

単
独

事
業

3
5
8
,7

4
6

2
8
,9

7
5

1
,5

0
3

5
,3

1
2

4
6
,4

1
3

5
4
5

3
0
4
,7

3
0

9
6
,7

6
8

-
2
4
3

そ
の

他
1
3
1
,7

7
5

1
1
,5

2
7

3
5
,0

1
8

4
1
,5

3
5

1
3
,6

1
9

5
1
6

4
1
,0

8
6

8
,7

3
4

-
-

【
特

別
分

】
5
1
3
,8

7
4

5
2
,9

3
3

5
0
,6

7
0

4
2
,0

7
8

7
8
,6

2
6

1
,4

8
6

3
4
1
,0

1
4

8
4
,2

1
2

-
-

臨
時

財
政

対
策

債
4
5
4
,5

5
2

4
8
,3

4
2

5
0
,6

7
0

4
2
,0

7
8

7
1
,1

5
2

1
,4

8
6

2
8
9
,1

6
6

5
8
,7

8
4

-
-

減
税

補
て

ん
債

3
4
,6

4
9

1
,8

4
8

-
-

-
-

3
4
,6

4
9

1
7
,0

7
3

-
-

退
職

手
当

債
2
,3

0
0

2
,3

0
0

-
-

2
,3

0
0

-
-

-
-

-

そ
の

他
2
2
,3

7
3

4
4
2

-
-

5
,1

7
4

-
1
7
,1

9
9

8
,3

5
5

-
-

合
計

1
,4

0
1
,5

4
6

1
3
1
,2

1
8

1
2
6
,0

4
2

9
8
,2

4
6

2
1
8
,5

0
4

1
0
,7

6
3

9
4
7
,7

3
3

2
2
9
,0

0
0

-
2
5
8

②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

1
.5

%
以

下
1
.5

%
超

2
.0

%
超

2
.5

%
超

3
.0

%
超

3
.5

%
超

4
.0

%
超

（
参

考
）

2
.0

%
以

下
2
.5

%
以

下
3
.0

%
以

下
3
.5

%
以

下
4
.0

%
以

下
加

重
平

均
利

率

1
,1

6
9
,7

9
4

1
1
2
,4

7
6

1
1
2
,3

7
8

4
,2

6
0

1
,9

2
9

4
1
0

2
9
9

0
.7

3
%

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

１
年

以
内

１
年

超
２

年
超

３
年

超
４

年
超

５
年

超
１

０
年

超
１

５
年

超
２

０
年

超
２

年
以

内
３

年
以

内
４

年
以

内
５

年
以

内
１

０
年

以
内

１
５

年
以

内
２

０
年

以
内

1
3
1
,2

1
8

1
4
3
,0

9
4

1
1
4
,8

9
8

9
7
,9

4
1

1
0
0
,5

8
5

3
1
5
,2

8
6

2
0
2
,4

4
6

1
9
6
,9

0
5

9
9
,1

7
4

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要

※
　

特
定

の
契

約
条

項
と

は
、

特
定

の
条

件
に

合
致

し
た

場
合

に
支

払
金

利
が

上
昇

す
る

場
合

等
を

い
い

ま
す

。

※
　

貸
借

対
照

表
計

上
額

と
の

差
は

、
単

位
未

満
の

四
捨

五
入

に
よ

る
も

の
で

す
。

1
,4

0
1
,5

4
6

1
,4

0
1
,5

4
6

市
場

公
募

債
そ

の
他

地
方

債
残

高

地
方

債
残

高

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高
契

約
条

項
の

概
要

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
金

融
機

関
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⑤
引

当
金

の
明

細
（

単
位

：
百

万
円

）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
7
5
5

5
8
2

6
4
2

4
6
9
1

退
職

手
当

引
当

金
9
0
,6

9
6

8
,1

1
2

1
0
,6

0
5

-
8
8
,2

0
3

損
失

補
償

等
引

当
金

1
,4

3
0

-
-

9
0
1

5
2
9

賞
与

等
引

当
金

1
0
,7

5
8

1
0
,6

8
1

1
0
,7

5
8

-
1
0
,6

8
1

合
計

1
0
3
,6

3
9

1
9
,3

7
5

2
2
,0

0
5

9
0
5

1
0
0
,1

0
4

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

区
分

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

緊
急

経
済

対
策

負
担

金
民

間
事

業
者

3
,4

7
2

感
染

症
対

応
シ

テ
ィ

促
進

（
店

舗
等

感
染

症
対

策
強

化
）

に
対

す
る

補
助

金

保
育

所
建

設
費

等
補

助
金

民
間

社
会

福
祉

法
人

・
学

校
法

人
1
,8

6
1

保
育

所
等

整
備

交
付

金
の

交
付

の
対

象
と

な
る

保
育

所
の

新
設

等
に

対
す

る
補

助

直
轄

工
事

費
負

担
金

（
港

湾
）

国
1
,1

7
0

国
施

行
の

港
湾

整
備

等
に

対
す

る
負

担
金

直
轄

工
事

費
負

担
金

（
道

路
）

国
1
,1

2
0

国
施

行
の

道
路

整
備

等
に

対
す

る
負

担
金

都
市

計
画

公
園

整
備

事
業

負
担

金
独

立
行

政
法

人
　

都
市

再
生

機
構

　
九

州
支

社
9
8
4

福
岡

市
城

内
・

六
本

松
地

区
防

災
公

園
街

区
整

備
事

業
に

対
す

る
負

担
金

鉄
道

高
架

工
事

費
負

担
金

西
日

本
鉄

道
(株

)
7
6
9

西
鉄

天
神

大
牟

田
線

雑
餉

隈
駅

付
近

の
連

続
立

体
交

差
事

業
に

対
す

る
負

担
金

住
宅

市
街

地
総

合
整

備
事

業
補

助
金

民
間

事
業

者
6
9
0

民
間

事
業

者
の

共
同

住
宅

整
備

に
対

す
る

補
助

そ
の

他
－

3
,8

5
3

計
1
3
,9

1
9

下
水

道
事

業
費

負
担

金
下

水
道

事
業

会
計

1
9
,9

0
1

下
水

道
事

業
会

計
に

対
す

る
負

担
金

後
期

高
齢

者
医

療
負

担
金

福
岡

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

1
3
,7

7
7

福
岡

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

に
対

す
る

負
担

金

高
速

鉄
道

事
業

費
補

助
金

高
速

鉄
道

事
業

会
計

7
,7

5
0

高
速

鉄
道

事
業

会
計

に
対

す
る

補
助

金

国
際

ス
ポ

ー
ツ

大
会

開
催

等
負

担
金

（
世

界
水

泳
）

第
１

９
回

Ｆ
Ｉ

Ｎ
Ａ

世
界

水
泳

選
手

権
２

０
２

２
福

岡
大

会
組

織
委

員
会

6
,8

1
9

第
１

９
回

Ｆ
Ｉ

Ｎ
Ａ

世
界

水
泳

選
手

権
２

０
２

２
福

岡
大

会
に

対
す

る
負

担
金

利
子

補
給

補
助

金
（

公
財

）
福

岡
県

中
小

企
業

振
興

セ
ン

タ
ー

3
,2

9
6

福
岡

市
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
資

金
利

子
補

給
に

対
す

る
補

助
金

立
地

交
付

金
民

間
事

業
者

3
,0

4
3

市
内

に
新

た
に

拠
点

進
出

す
る

民
間

事
業

者
等

に
対

す
る

交
付

金

そ
の

他
－

2
4
,1

4
8

計
7
8
,7

3
4

合
計

9
2
,6

5
4

そ
の

他
の

補
助

金
等他

団
体

へ
の

公
共

施
設

等
整

備
補

助
金

等
（

所
有

外
資

産
分

）
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３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 金額

343,164

6,722

137

1,384

1,619

分離課税所得割交付金 330

法人事業税交付金 6,085

38,774

40

547

4,726

32

5,171

52,229

572

12,021

1,299

2,761

477,613

国庫支出金 18,164

都道府県等支出金 839

計 19,003

国庫支出金 217,090

都道府県等支出金 45,561

計 262,651

281,654

759,267

-

-

-

-

-

分離課税所得割交付金 -

県民税所得割臨時交付金 -

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

国庫支出金 45

都道府県等支出金 -

計 45

国庫支出金 -

都道府県等支出金 -

計 -

45

45

477,613

281,699
合計

税収等

国県等補助金

分担金及び負担金

寄付金

他会計繰入金

小計

国県等補助金

資本的補助金

経常的補助金

小計

特別会計

税収等

合計

交通安全対策特別交付金

国有提供施設等所在市助成交付金

国県等補助金

資本的補助金

経常的補助金

小計

配当割交付金

合計

地方税

地方譲与税

地方交付税

分担金及び負担金

寄付金

他会計繰入金

小計

地方特例交付金

利子割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

軽油引取税交付金

環境性能割交付金

財源の内容

一般会計

税収等

地方税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

軽油引取税交付金

国有提供施設等所在市助成交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金
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（
２

）
財

源
情

報
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

国
県

等
補

助
金

地
方

債
税

収
等

そ
の

他

純
行

政
コ

ス
ト

7
0
6
,0

0
9

2
6
2
,6

5
1

4
4
,3

4
8

2
8
0
,4

8
9

1
1
8
,5

2
1

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

5
7
,0

2
9

1
9
,0

4
8

2
7
,3

4
9

5
,5

5
1

5
,0

8
1

貸
付

金
・

基
金

等
の

増
加

3
4
5
,3

2
4

-
3
,8

5
0

8
3
,4

6
6

2
5
8
,0

0
8

そ
の

他
-

-
-

-
-

合
計

1
,1

0
8
,3

6
2

2
8
1
,6

9
9

7
5
,5

4
7

3
6
9
,5

0
6

3
8
1
,6

1
0

４
．

資
金

収
支

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（
１

）
資

金
の

明
細
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,539,562 ※ 固定負債 2,423,836

有形固定資産 4,013,413 ※ 地方債等 1,978,010
事業用資産 1,782,447 ※ 長期未払金 7,568

土地 970,063 退職手当引当金 99,663
土地減損損失累計額 - 損失補償等引当金 529
立木竹 803 その他 338,066
立木竹減損損失累計額 - 流動負債 267,668 ※

建物 1,275,713 1年内償還予定地方債等 196,255
建物減価償却累計額 △ 798,933 未払金 35,122
建物減損損失累計額 - 未払費用 -
工作物 574,206 前受金 3,916
工作物減価償却累計額 △ 297,270 前受収益 -
工作物減損損失累計額 - 賞与等引当金 11,993
船舶 3,051 預り金 17,242
船舶減価償却累計額 △ 2,594 その他 3,139
船舶減損損失累計額 - 2,691,503 ※

浮標等 59 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 △ 18 固定資産等形成分 4,627,618
浮標等減損損失累計額 - 余剰分（不足分） △ 2,524,296
航空機 3,075
航空機減価償却累計額 △ 2,679
航空機減損損失累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 56,972

インフラ資産 2,113,221
土地 878,327
土地減損損失累計額 -
建物 101,990
建物減価償却累計額 △ 60,931
建物減損損失累計額 -
工作物 2,316,882
工作物減価償却累計額 △ 1,160,271
工作物減損損失累計額 -
その他 1,610
その他減価償却累計額 △ 5
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 35,619

物品 348,826
物品減価償却累計額 △ 231,081
物品減損損失累計額 -

無形固定資産 25,921
ソフトウェア 3,447
その他 22,474

投資その他の資産 500,229 ※

投資及び出資金 149,732
有価証券 3,324
出資金 146,408
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 11,009
長期貸付金 24,753
基金 316,606

減債基金 226,494
その他 90,112

その他 7
徴収不能引当金 △ 1,877

流動資産 255,263 ※

現金預金 104,230
未収金 13,253
短期貸付金 9,035
基金 79,020 ※

財政調整基金 41,588
減債基金 37,433

棚卸資産 48,318
その他 1,620
徴収不能引当金 △ 212

繰延資産 - 2,103,322

4,794,826 ※ 4,794,826 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

Ⅱ　全体財務書類
　１．財務書類４表（全体）

(1) 全体貸借対照表
（令和４年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額
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（単位：百万円）

経常費用 1,151,196
業務費用 553,948

人件費 163,195
職員給与費 133,962
賞与等引当金繰入額 11,791
退職手当引当金繰入額 8,709
その他 8,733

物件費等 297,203 ※

物件費 172,895
維持補修費 26,504
減価償却費 97,803
その他 -

その他の業務費用 93,550 ※

支払利息 19,001
徴収不能引当金繰入額 1,596
その他 72,954

移転費用 597,248
補助金等 326,490
社会保障給付 268,087
他会計への繰出金 -
その他 2,671

経常収益 240,701 ※

使用料及び手数料 188,861
その他 51,839

純経常行政コスト 910,495
臨時損失 3,028

災害復旧事業費 263
資産除売却損 788
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 1,977

臨時利益 9,499
資産売却益 6,187
その他 3,312

純行政コスト 904,024

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(2)　全体行政コスト計算書
自　令和３年４月１日　

至　令和４年３月３１日

科目 金額
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（単位：百万円）

前年度末純資産残高 2,025,388 4,567,701 △ 2,542,313

純行政コスト（△） △ 904,024 △ 904,024

財源 979,210 979,210

税収等 570,861 570,861

国県等補助金 408,349 408,349

本年度差額 75,186 75,186

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 -

無償所管換等 3,038

その他 △ 289

本年度純資産変動額 77,935 59,917 18,018

本年度末純資産残高 2,103,322 4,627,618 △ 2,524,296

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(3)　全体純資産変動計算書
自　令和３年４月１日　

至　令和４年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 1,054,061 ※

業務費用支出 456,814
人件費支出 165,875
物件費等支出 201,686
支払利息支出 19,047
その他の支出 70,206

移転費用支出 597,248
補助金等支出 326,490
社会保障給付支出 268,087
他会計への繰出支出 -
その他の支出 2,671

業務収入 1,193,146
税収等収入 564,102
国県等補助金収入 392,078
使用料及び手数料収入 190,063
その他の収入 46,903

臨時支出 527
災害復旧事業費支出 263
その他の支出 264

臨時収入 24
業務活動収支 138,582
【投資活動収支】

投資活動支出 463,220 ※

公共施設等整備費支出 113,940
基金積立金支出 94,052
投資及び出資金支出 661
貸付金支出 254,524
その他の支出 44

投資活動収入 356,008 ※

国県等補助金収入 21,349
基金取崩収入 57,369
貸付金元金回収収入 258,227
資産売却収入 16,034
その他の収入 3,030

投資活動収支 △ 107,212
【財務活動収支】

財務活動支出 228,245 ※

地方債償還支出 225,561
その他の支出 2,683

財務活動収入 203,407
地方債発行収入 203,297
その他の収入 110

財務活動収支 △ 24,838
6,532

80,840
87,372

前年度末歳計外現金残高 15,609
本年度歳計外現金増減額 1,249
本年度末歳計外現金残高 16,858
本年度末現金預金残高 104,230

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

(4)　全体資金収支計算書
自　令和３年４月１日　
至　令和４年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額
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２ 注記（全体） 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産……………………………………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの……………再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの……………………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………………再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの…………………取得原価 

取得原価が不明なもの…………………………再調達原価 

なお、モーターボート競走事業会計、下水道事業会計、水道事業会計、工業用水道事業会計及び高速鉄 

道事業会計においては、原則、取得原価としています。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券…………………………該当ありません。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの…………………………該当ありません。 

イ 市場価格のないもの…………………………取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの…………………………該当ありません。 

イ 市場価格のないもの…………………………出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 港湾整備事業特別会計 

    地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第 4 条第 2 項各号に掲げる方法 

② 水道事業会計 

    移動平均法による原価法 

③ 高速鉄道事業会計 

    先入先出法による原価法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

ただし、高速鉄道事業会計における車両については、定率法によっています。 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

  ④ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 ………リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

なお、モーターボート競走事業会計および下水道事業会計においては、リース物件の所有権が借主に移 

転するもの以外のファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を 

行っています。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 
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② 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

   履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規 

定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担額をもとに計上しています。 

④ 賞与等引当金 

   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、 

それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 

300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

   なお、現金及び現金同等物には出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（８）消費税等の会計処理 

  モーターボート競走事業会計、下水道事業会計、水道事業会計、工業用水道事業会計及び高速鉄道事業 

会計については税抜方式、その他の会計は税込方式による会計処理を行っています。 

    

 

２．重要な会計方針の変更等 

 該当ありません。 

 

３．重要な後発事象 

 該当ありません。 

 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 
 

団体(会計)名 確定債務額 
履行すべき額が確定していない損失補償債務等 

総額 
損失補償等引当金計上額 賃借対照表未計上額 

福岡県信用保証協会 — — — — 

(公財)福岡市教育振興会 — 529 百万円 — 529 百万円 

計 — 529 百万円 — 529 百万円 

 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

   １９件   １６９百万円（会計年度末における訴訟金額） 
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５．追加情報 

（１）全体財務書類の対象範囲   全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計、母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計、香椎駅周辺土地区画整理事業特別会計、貝塚駅周 

辺土地区画整理事業特別会計、公共用地先行取得事業特別会計、市立病院機構病院事業債管理特別会計、 

市債管理特別会計、後期高齢者医療特別会計、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、駐車 

場特別会計、集落排水事業特別会計、中央卸売市場特別会計、港湾整備事業特別会計、市営渡船事業特別 

会計、モーターボート競走事業会計、下水道事業会計、水道事業会計、工業用水道事業会計、高速鉄道事 

業会計 

（２）出納整理期間 

地方自治法２３５条の５に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理 

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、 

出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

６．その他 

（１）市債管理特別会計について 

   市債の借入（借入経費を含む。）、償還（支払利息及び償還諸費を含む。）及び事務経費については、全会 

計において、整理会計である市債管理特別会計を通じて行っていますが、本財務書類では、会計ごとの資 

産負債残高、損益及び資金の流れを明確にするために、その金額を市債管理特別会計ではなく、各会計の 

財務書類に計上しています。 
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 5,040,088 固定負債 2,832,488

有形固定資産 4,616,228 ※ 地方債等 2,127,104
事業用資産 1,849,639 ※ 長期未払金 1,699

土地 991,664 退職手当引当金 105,334
土地減損損失累計額 - 損失補償等引当金 -
立木竹 803 その他 598,351
立木竹減損損失累計額 - 流動負債 300,030 ※

建物 1,373,369 1年内償還予定地方債等 218,327
建物減価償却累計額 △ 854,103 未払金 42,317
建物減損損失累計額 - 未払費用 382
工作物 583,391 前受金 4,168
工作物減価償却累計額 △ 303,598 前受収益 171
工作物減損損失累計額 - 賞与等引当金 12,830
船舶 3,051 預り金 18,470
船舶減価償却累計額 △ 2,594 その他 3,364
船舶減損損失累計額 - 3,132,519 ※

浮標等 59 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 △ 18 固定資産等形成分 5,128,536
浮標等減損損失累計額 - 余剰分（不足分） △ 2,940,772 ※

航空機 3,075 他団体出資等分 33,102
航空機減価償却累計額 △ 2,679
航空機減損損失累計額 -
その他 100
その他減価償却累計額 △ 56
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 57,177

インフラ資産 2,641,588
土地 883,380
土地減損損失累計額 -
建物 112,969
建物減価償却累計額 △ 66,845
建物減損損失累計額 -
工作物 2,844,915
工作物減価償却累計額 △ 1,185,960
工作物減損損失累計額 -
その他 22,597
その他減価償却累計額 △ 14,660
その他減損損失累計額 -
建設仮勘定 45,192

物品 382,938
物品減価償却累計額 △ 257,938
物品減損損失累計額 -

無形固定資産 54,608
ソフトウェア 3,887
その他 50,721

投資その他の資産 369,252 ※

投資及び出資金 20,573
有価証券 8,997
出資金 11,576
その他 -

長期延滞債権 11,070
長期貸付金 840
基金 336,467 ※

減債基金 226,494
その他 109,972

その他 2,284
徴収不能引当金 △ 1,982

流動資産 313,024 ※

現金預金 151,913
未収金 20,609
短期貸付金 9,035
基金 79,413

財政調整基金 41,980
減債基金 37,433

棚卸資産 48,854
その他 3,556
徴収不能引当金 △ 357

繰延資産 273 2,220,866

5,353,385 5,353,385

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

Ⅲ　連結財務書類
　　１．財務書類４表（連結）

(1)　連結貸借対照表
（令和４年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計
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（単位：百万円）

経常費用 1,364,401 ※

業務費用 620,142 ※

人件費 180,969 ※

職員給与費 149,663
賞与等引当金繰入額 12,566
退職手当引当金繰入額 9,757
その他 8,984

物件費等 323,903
物件費 175,659
維持補修費 34,776
減価償却費 105,350
その他 8,118

その他の業務費用 115,270
支払利息 20,186
徴収不能引当金繰入額 1,601
その他 93,483

移転費用 744,260
補助金等 473,354
社会保障給付 268,087
他会計への繰出金 -
その他 2,819

経常収益 296,694
使用料及び手数料 224,145
その他 72,549

純経常行政コスト 1,067,708 ※

臨時損失 3,519 ※

災害復旧事業費 294
資産除売却損 821
損失補償等引当金繰入額 -
その他 2,403

臨時利益 7,623
資産売却益 6,187
その他 1,436

純行政コスト 1,063,603 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(2)　連結行政コスト計算書
自　令和３年４月１日　

至　令和４年３月３１日

科目 金額
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（単位：百万円）

前年度末純資産残高 2,144,726 5,069,220 △ 2,957,719 33,225

純行政コスト（△） △ 1,063,603 △ 1,062,472 △ 1,131

財源 1,137,344 1,136,335 ※ 1,009 ※

税収等 742,166 742,140 26

国県等補助金 395,178 394,196 982

本年度差額 73,741 73,863 △ 122

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 334

無償所管換等 3,038

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

比例連結割合変更に伴う差額 -

その他 △ 973

本年度純資産変動額 76,140 59,316 16,947 △ 122

本年度末純資産残高 2,220,866 5,128,536 △ 2,940,772 33,102 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(3)　連結純資産変動計算書
自　令和３年４月１日　

至　令和４年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支
3,675

131,368
-

135,043

前年度末歳計外現金残高 15,631
本年度歳計外現金増減額 1,239
本年度末歳計外現金残高 16,870
本年度末現金預金残高 151,913

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

(4)　連結資金収支計算書
自　令和３年４月１日　
至　令和４年３月３１日

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

科目 金額

本年度資金収支額
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２ 注記（連結） 

１．重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産……………………………………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの……………再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの……………………取得原価 

取得原価が不明なもの……………………………再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産………取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの…………………取得原価 

取得原価が不明なもの…………………………再調達原価 

なお、連結対象団体においては、原則、取得原価としています。 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券…………………………該当ありません。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの…………………………会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの…………………………取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの…………………………該当ありません。 

イ 市場価格のないもの…………………………出資金額 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として個別法による低価法 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

ただし、高速鉄道事業会計における車両については、定率法によっています。 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）………定額法 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

………リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

なお、モーターボート競走事業会計および下水道事業会計においては、リース物件の所有権が借主に移 

転するもの以外のファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を 

行っています。 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

    主として期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

   履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規 

定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担額をもとに計上しています。 

なお、当年度の計上はありません。 
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④ 賞与等引当金 

   主として翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込 

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 

300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

   なお、現金及び現金同等物には出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。    

（９）連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

  決算日と連結決算日との差異が 3 か月を超える連結対象団体（会計）である福岡地下街開発㈱につい 

ては、仮決算を行っています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

  該当ありません。 

 

３．重要な後発事象 

  該当ありません。 

 

４．偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当ありません。 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

   ２１件  １８０百万円（会計年度末における訴訟金額） 
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５．追加情報 

（１）連結対象団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 連結の方法は次のとおりです。 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

② 地方独立行政法人は、全部連結の対象としています。 

③ 福岡北九州高速道路公社は、財政健全化法施行規則第１２条第１号で定める「出資の割合又は設立団 

体間で協議の上定めた割合」により比例連結の対象としています。 

④ 第三セクター等は、出資割合が５０％を超える団体及び出資割合が２５％超５０％以下で、役員の派 

遣、財政支援等の実態や出資及び損失補償等の財政支援の状況を総合的に勘案し、業務運営に実質的に 

主導的な立場を確保していると認められる団体について、全部連結の対象としています。 

 

（２）出納整理期間 

地方自治法２３５条の５に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理 

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、 

出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合

福岡県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 24.3%

糟屋郡粕屋町外一市水利組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 23.9%

糟屋郡篠栗町外一市五町財産組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 14.3%

福岡地区水道企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 58.3%

北筑昇華苑組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 32.2%

福岡都市圏南部環境事業組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 24.8%

福岡都市圏広域行政事業組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 25.8%

福岡県自治振興組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.1%

福岡市土地開発公社 地方三公社 全部連結

福岡北九州高速道路公社 地方三公社 比例連結 37.2%

福岡市住宅供給公社 地方三公社 全部連結

福岡市立病院機構 地方独立行政法人 全部連結

福岡アジア都市研究所 第三セクター等 全部連結

福岡市文化芸術振興財団 第三セクター等 全部連結

福岡市社会福祉事業団 第三セクター等 全部連結

ふくおか環境財団 第三セクター等 全部連結

福岡コンベンションセンター 第三セクター等 全部連結

福岡市中小企業従業員福祉協会 第三セクター等 全部連結

福岡観光コンベンションビューロー 第三セクター等 全部連結

九州先端科学技術研究所 第三セクター等 全部連結

福岡市緑のまちづくり協会 第三セクター等 全部連結

博多駅地区土地区画整理記念会館 第三セクター等 全部連結

福岡市スポーツ協会 第三セクター等 全部連結

福岡市施設整備公社 第三セクター等 全部連結

福岡市水道サービス公社 第三セクター等 全部連結

福岡市交通事業振興会 第三セクター等 全部連結

福岡市学校給食公社 第三セクター等 全部連結

博多海員会館 第三セクター等 全部連結

福岡市教育振興会 第三セクター等 全部連結

福岡よかトピア国際交流財団 第三セクター等 全部連結

福岡クリーンエナジー 第三セクター等 全部連結

博多港開発 第三セクター等 全部連結

博多港ふ頭 第三セクター等 全部連結

博多座 第三セクター等 全部連結

福岡ソフトリサーチパーク 第三セクター等 全部連結

福岡タワー 第三セクター等 全部連結

サンセルコビル管理 第三セクター等 全部連結

福岡地下街開発 第三セクター等 全部連結
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◆貸借対照表関連

＜固定資産＞ 

・事業用資産･･････公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産（例：庁

舎、学校、公民館、市営住宅、福祉施設など）

・インフラ資産･･････社会基盤となる資産（例：道路、橋、公園、上下水道施設など）

・物品･･････車両、物品、美術品など

・無形固定資産･･････ソフトウェアなど

・投資及び出資金･･････有価証券、出資金、出捐金など

・投資損失引当金･･････保有株式の実質価格が低下した場合に計上

・長期延滞債権･･････滞納繰越調定済みで収入未済のもの

・長期貸付金･･････地方自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金（流動資産に

区分されるもの以外）

・基金･･････流動資産に区分される以外の基金（減債基金、その他の基金）

・その他･･････上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

・徴収不能引当金･･････長期延滞債権に対する将来の取立不能見込額（不納欠損額）を見

積もったもの

＜流動資産＞ 

・現金預金･･････手元現金や普通預金など

・未収金･･････基準日時点１年以内に調定し、収入未済のもの

・短期貸付金･･････償還期限が１年以内に到来する貸付金

・基金･･････財政調整基金、減債基金の一部

・棚卸資産･･････売却を目的として保有している資産

・その他･･････上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

・減価償却･･････適正な期間損益計算を行うため、固定資産の価値が減少した分だけ帳簿

価額を減少させること

＜固定負債＞ 

・地方債･･････地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が1年超のもの

・長期未払金･･････確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外

・退職手当引当金･･････期末自己都合要支給額

・損失補償等引当金･･････履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公

共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含まれる将来負担

額をもとに計上

・その他･･････上記以外の固定負債

用語解説 
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＜流動負債＞ 

・1年内償還予定地方債･･････地方公共団体が発行した地方債のうち、1年以内に償還予定

のもの

・未払金･･････基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定し、

または合理的に見積もることができるもの

・未払費用･･････一定の契約に従い、継続して役務提供を受けている場合、基準日時点に

おいて既に提供された役務に対して未だその対価の支払を終えていないもの

・前受金･･････基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対する義務の履

行を行っていないもの

・前受収益･･････一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点におい

て未だ提供していない役務に対して支払を受けたもの

・賞与等引当金･････基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び福利厚生費

・預り金･･････基準日時点における歳計外現金

・その他･･････上記以外の流動負債

◆行政コスト計算書関連

＜経常費用＞ 

・人件費･･････職員給与費、賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など

・物件費等･･････職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（消費的性質）、施設等の維持

修繕にかかる費用や減価償却費など

・その他の業務費用･･････支払利息、徴収不能引当金繰入額など

・移転費用･･････住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、他会計への繰出金など

＜経常収益＞ 

・使用料及び手数料･････財・サービスの対価として使用料・手数料の形態で徴収する金銭

・その他･･････預金利子など

＜臨時損失＞ 

・災害復旧事業費など

＜臨時利益＞ 

・土地の売却益など

◆純資産変動計算書関連

・前年度末純資産残高･･････前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致）

・税収等･･･････地方税、地方交付税、地方譲与税など

・国庫等補助金･･･････国庫支出金及び都道府県支出金など

・資産評価差額･･･････有価証券等の評価差額

・無償所管換等･･･････無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など
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財政に関する資料 
●福岡市ホームページ https://www.city.fukuoka.lg.jp
＊決算・財政状況については  市政全般→予算・決算・市債・寄付等

→「決算」あるいは「財政の概要」

＊予算については 市政全般→予算・決算・市債・寄付等→「予算」 

＊財政運営プランについては 市政全般→市政の運営、方針・プラン→計画・指針 

→行財政運営の取り組み→「財政運営プラン」

  財政についてのお問い合わせ 

●福岡市財政局財政部財政調整課
電  話：０９２－７１１－４１６６ 
Ｆ Ａ Ｘ：０９２－７３３－５５８６ 
ｅメール：zaisei.FB@city.fukuoka.lg.jp 
〒810-8620  福岡市中央区天神１－８－１ 
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